
職業実践専⾨課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進 179百万円令和7年度予算額
）141百万円（前年度予算額

47百万円令和6年度補正予算額

○これからの専修学校教育の振興のあり方検討会議報告（平成29年3月） （抄）
「これからの専修学校教育の振興策については、質保証・向上の視点を中⼼にして、三本の柱を軸として相互に関連付けながら様々な具体的な施策を打ち出していくことが重要」
さらに、具体的施策として「教職員の資質能⼒向上の推進」、「職業実践専⾨課程を基軸とした質保証・向上の更なる充実」等が位置付けられている。

○高等教育の修学支援新制度における支援措置の対象となる大学等の要件等（令和元年5月）
・実務経験のある教員による科⽬の配置、外部⼈材の理事への任命が⼀定割合を超える、成績評価基準を定めるなど厳格な成績管理を実施・公開、法令に則り財務・経営情報を公開等

教育の質の更なる向上

○大学等における「教学マネジメント指針」（令和2年1月） ⇒専修学校でも、⾼等教育機関として、その教育資源を⽤いて教育の質向上を図るために各種の取組を積極的に⾏う必要

④職業実践専⾨課程等の充実に向けた取組の推進

①調査研究協⼒者会議等の開催

◆ 効果的な教育成果の公開⽅法等に関する⽀援体制づくりの推進
各地域において、先進的に⾏われていいる研修の事例を参考にしつつ、教職員研修を実

施する体制づくりを進め、教職員の資質能⼒向上を図る。 【委託︓3箇所× 7百万円】

◆ 教職員研修プログラムの構築
⾮常勤を含む専修学校教員の指導⼒や職員のマネジメント⼒等の向上に資する研修プ

ログラムを開発するとともに、その成果を普及。 【委託︓1箇所×10百万円】
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施する体制づくりを進め、教職員の資質能⼒向上を図る。 【委託︓3箇所× 7百万円】
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③教職員の資質能⼒向上の推進事
業
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研修ネットワークの構築

研修プログラムの構築

職業教育の充実、専修学校の質保証・向上 教育改善・学校評価・情報公開・満⾜度向上・卒業⽣の活躍

◆ 職業教育のマネジメント強化のための実証研究等
専修学校における学習⽬標の具体化、、効果的な実習・演習等の取組、学修成果の可
視化等、教育の質を⾼める取組等の状況について実態調査を⾏うとともに、職業教育のマ
ネジメントに関する好事例・⼿引の作成・改訂、各学校での取組を促すためのセミナー等を
開催。 【委託︓１箇所×28百万円】
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開催。 【委託︓１箇所×28百万円】

②職業教育のマネジメントの強化
マネジメント機能の充実

◆ 社会的評価の⼀層の向上のための共通的基盤整備の推進
職業実践専⾨課程の更なる取組充実に向けた運⽤改善（教育課程編成委員会や学

校関係者評価の効果的運⽤等）に加え、効果的な情報公表等による更なる普及に資す
る取組を実施。 【委託︓5箇所×11百万円】

◆ 質保証・向上のための実態調査
職業実践専⾨課程の認定学科における産業界・都道府県との連携状況や教育成果に

対する評価等に関する実態調査を⾏うことにより、職業実践専⾨課程の更なる質の向上に
資する要素を明確化。 【委託:1箇所×18百万円】
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職業実践専⾨課程の⾼度化・改⾰推進

質保証向上のための実態調査
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職業実践専⾨課程の充実
○今後の専門学校における職業実践専門課程制度の充実に向けて（とりまとめ）（令和4年3月） ⇒職業実践専⾨課程の更なる充実に資する種々の⽅策を提⽰

⑤専⾨評価組織の⽴ち上げ・深化
学校教育法の改正に伴い、専⾨学校における評価体制を強化。分野毎の専⾨評価組織の⽴上げと評価基準の策定、モデル評価の実施等。

社会的評価の
⼀層の向上

【委託︓2箇所×19百万円】

担当︓総合教育政策局⽣涯学習推進課

○学校教育法の一部を改正する法律（令和6年6月） ⇒専修学校において、外部の識⾒を有する者により評価を受ける努⼒義務を規定
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◆ 専修学校の質保証・向上に関する調査研究協⼒者会議
職業実践専⾨課程の実態調査等に基づく検証等により、専修学校の質保証・向上の推

進に向けた⽅策の検討を⾏う調査研究協⼒者会議を開催。 【直轄事業】

◆ 専修学校教育研究協議会
専修学校の運営改善に向けた取組等に関する研究等を⾏う協議会を開催。 【直轄事業】

◆ 専修学校の質保証・向上に関する調査研究協⼒者会議
職業実践専⾨課程の実態調査等に基づく検証等により、専修学校の質保証・向上の推

進に向けた⽅策の検討を⾏う調査研究協⼒者会議を開催。 【直轄事業】

◆ 専修学校教育研究協議会
専修学校の運営改善に向けた取組等に関する研究等を⾏う協議会を開催。 【直轄事業】

質保証向上推進の司令塔

都道府県等との研究協議


